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1. 概要 

  本資料は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」

に示すとおり，非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板が降下火砕物等の堆積時において

も，外部事象防護対象施設に降下火砕物を堆積させない機能の維持を考慮して，主要な構造部材

が構造健全性を維持し，外部事象防護対象施設に波及的影響を与えないことを確認するものであ

る。 
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2. 基本方針 

  非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電設

備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，

非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方

針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

 

 2.1 位置 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電

設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示すとおり，屋外の

軽油タンクエリアに設置する。軽油タンクエリアの位置図を図 2－1に示す。 

 

 

 

図 2－1 軽油タンクエリアの位置図 

  

軽油タンクエリア 

PN 

軽油タンク(A) 

軽油タンク(B) 

非常用ディーゼル発電設備 
燃料移送配管防護板(A・C) 
 

非常用ディーゼル発電設備 
燃料移送配管防護板(B) 

非常用ディーゼル発電設備 
燃料移送配管防護板（ドレンノズル） 
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 2.2 構造概要 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電

設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏ま

えて，構造を設定する。 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板は，非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管

に降下火砕物が堆積することを防止する防護鋼板，防護鋼板を支持する架構及び架構をコンク

リート基礎に固定する基礎ボルトから構成される。非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防

護板の概要図を図 2－2から図 2－4に示す。 

 

 

 

図 2－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（A・C）の概要図 
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図 2－3 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板(B)の概要図 
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図 2－4 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（ドレンノズル）の概要図 
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 2.3 評価方針 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディ

ーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに

許容限界」にて設定している，荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，非常用ディ

ーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価対象部位に作用する応力が，許容限界に収まること

を「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，

「5. 強度評価結果」にて確認する。 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価フローを図 2－5 に示す。非常用

ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価においては，その構造を踏まえ，降下火砕

物等の堆積による鉛直荷重とこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向

及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定する。 

   降下火砕物等の堆積による鉛直荷重については，建築基準法施行令第 86条に基づき，防護鋼

板の水平投影面積に対し降下火砕物等の層厚より上載質量を算出する。強度評価においては，

ＦＥＭによる応力解析を用いる。また，基礎ボルトに対して，「各種合成構造設計指針・同解説 

2010 年改定」（日本建築学会）の評価方法を準用し，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電

設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」に示す評価式を用いる。

非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の許容限界は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディー

ゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」に示す許容限界であ

る，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1987」（日本電気協会）（以下「Ｊ

ＥＡＧ４６０１」という。）の許容応力状態ⅣＡＳとする。 

   「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007」（日本機械学

会）（以下「ＪＳＭＥ」という。）付録材料図表 part5,6 の表にて許容応力を計算する際は，周

囲環境温度に応じた値をとるものとするが，温度がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場

合は，比例法を用いて計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－5 強度評価フロー  

設定する許容限界との比較 

自然現象の荷重 

評価対象部位の発生応力の算定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

評価対象部位の選定 
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2.4 適用規格 

   適用する規格，規準等を以下に示す。 

   ・建築基準法及び同施行令 

   ・新潟県建築基準法施行細則（昭和 35 年 12 月 30 日新潟県規則第 82 号） 

   ・発電用原子力設備規格 設計・建設規格ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007（日本機械学会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ ４６０１・補-1984 

（日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1987（日本電気協会） 

   ・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ ４６０１-1991 追補版（日本電気協会） 

   ・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会，2010 年改定） 

   ・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（日本建築学会，2005 年改定） 
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3. 強度評価方法 

 3.1 記号の定義 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価に用いる記号を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価に用いる記号（1/3） 

記号 単位 定義 

Ａ mm2 架構の断面積 

Ａｑｃ mm2 せん断力に対するコーン状破壊面の有効投影面積 

Ａｓ mm2 鋼板の単位長さ当たりの断面積 

Ａｓｙ mm2 架構のせん断断面積（ｙ軸） 

Ａｓｚ mm2 架構のせん断断面積（ｘ軸） 

sｃａ mm2 基礎ボルトの断面積 

ＣＨ ― 弾性設計用地震動Ｓｄによる水平方向設計震度 

ＣⅤ ― 弾性設計用地震動Ｓｄによる鉛直方向設計震度 

ｄ mm 基礎ボルトの径 

Ｅ MPa 縦弾性係数 

Ｆ MPa ＪＳＭＥ SSB-3121.1(1)に定める値 

Ｆ ＊  MPa ＪＳＭＥ SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

Ｆｓｘ N 防護鋼板の膜力（ｘ軸） 

Ｆｓｙ N 防護鋼板の膜力（ｙ軸） 

Ｆｓｘｙ N 防護鋼板のせん断力 

ＦＶｋ N 
従荷重として地震荷重を組み合わせるときの降下火砕物等の堆積に

よる鉛直荷重 

ＦＶｓ N 
従荷重として積雪荷重を組み合わせるときの降下火砕物等の堆積に

よる鉛直荷重 

fｂ ＊  MPa 架構の許容曲げ応力 

fｃ ＊  MPa 架構の許容圧縮応力 

fｓ ＊  MPa 架構の許容せん断応力 

fｔ ＊  MPa 架構又は防護鋼板の許容引張応力 

g m/s2 重力加速度 

ｉ mm 断面二次半径 

Ｌｃｅ mm 基礎ボルトの強度算定用埋込み長さ 

Ｌｅ mm 基礎ボルトの有効埋込み長さ 

ℓｋ mm 座屈長さ 
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表 3－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価に用いる記号（2/3） 

記号 単位 定義 

Ｍｙ N･mm 架構の曲げモーメント（ｙ軸） 

Ｍｚ N･mm 架構の曲げモーメント（ｚ軸） 

Ｍｓｘ N･mm 防護鋼板の曲げモーメント（ｘ軸） 

Ｍｓｙ N･mm 防護鋼板の曲げモーメント（ｙ軸） 

Ｍｓｘｙ N･mm 防護鋼板のねじりモーメント 

ｍ kg 解析モデル各節点の付加質量の合計 

Ｎｃ N 架構の軸力（圧縮） 

Ｎｔ N 架構の軸力（引張） 

ｎ ― 架構と壁及び床の取付部1箇所当たりの基礎ボルトの本数 

ｎｆ ― 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

ｐ N ベースプレート1枚当たりの基礎ボルトの引張力 

ｐａ N ベースプレート1枚当たりの基礎ボルトの許容引張力 

ｐａ1 N 
基礎ボルトの降伏により決まる場合の基礎ボルト1本当たりの許容

引張応力 

ｐａ3 N 
基礎ボルトの付着力により決まる場合の基礎ボルト1本当たりの許

容引張応力 

Ｑｙ N 架構のせん断力（ｙ軸） 

Ｑｚ N 架構のせん断力（ｚ軸） 

ｑ N ベースプレート1枚当たりの基礎ボルトのせん断力 

ｑａ N ベースプレート1枚当たりの基礎ボルトの許容せん断力 

ｑａ1 N 
基礎ボルトのせん断強度により決まる場合の基礎ボルト1本当たり

の許容せん断力 

ｑａ2 N 
定着した躯体の支圧強度により決まる場合の基礎ボルト1本当たり

の許容せん断力 

ｑａ3 N 
定着した躯体のコーン状破壊により決まる場合の基礎ボルト1本当

たりの許容せん断力 

Ｒｘ N ベースプレート部の反力（ｘ軸） 

Ｒｙ N ベースプレート部の反力（ｙ軸） 

Ｒｚ N ベースプレート部の反力（ｚ軸） 

Ｓ MPa ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 表 5に定める許容引張応力 

Ｓｕ MPa ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 表 9に定める設計引張強さ 

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 表 8に定める設計降伏点 
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表 3－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価に用いる記号（3/3） 

記号 単位 定義 

Ｓｙ(ＲＴ) MPa 
ＪＳＭＥ 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における設計降伏点 

Ｘ,Ｙ,Ｚ ― 絶対（節点）座標軸 

ｘ,ｙ,ｚ ― 局所（要素）座標軸 

Ｚｂ mm3 鋼板の断面係数 

Ｚｙ mm3 架構の断面係数（ｙ軸） 

Ｚｚ mm3 架構の断面係数（ｚ軸） 

Ｚｔ mm3 鋼板のねじり断面係数 

Λ ― 架構の限界細長比 

λ ― 架構の有効細長比 

ν ― ポアソン比 

ν′ ― 座屈に対する安全率 

π ― 円周率 

σ MPa 防護鋼板の組合せ応力 

σx，σy MPa 互いに直交する垂直応力 

ｃσｑａ MPa コンクリートの支圧強度 

ｃσｔ MPa コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度 

sσｐａ MPa 基礎ボルトの引張強度 

sσｑａ MPa 基礎ボルトのせん断強度 

σｂｙ MPa 架構に生じる曲げ応力（ｙ軸） 

σｂｚ MPa 架構に生じる曲げ応力（ｚ軸） 

σｃ MPa 架構に生じる圧縮応力 

σｔ MPa 架構に生じる引張応力 

τ MPa 防護鋼板に生じるせん断応力 

τａ MPa 
へりあき及び基礎ボルトのピッチを考慮した基礎ボルトの引張力に

対する付着力 

τy MPa 架構に生じるせん断応力（ｙ軸） 

τz MPa 架構に生じるせん断応力（ｚ軸） 

φ1 ― 低減係数 長期：2/3 短期：1.0 

φ2 ― 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 

φ3 ― 低減係数 長期：1/3 短期：2/3 
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 3.2 評価対象部位 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用

ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて示してい

る評価対象部位に従って，防護鋼板，架構及び基礎ボルトとする。 

   評価対象部位は，「2.2 構造概要」にて設定している構造に基づき，設計荷重の作用方向及

び伝達過程を考慮し設定する。 

   降下火砕物等の堆積による鉛直荷重は，降下火砕物が堆積する防護鋼板及び防護鋼板と接続

する架構に作用する。また，地震荷重は，架構を介して基礎ボルトに作用する。 

   このことから，防護鋼板，架構及び基礎ボルトを評価対象部位として設定している。 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価における評価対象部位を，図 3－

1 に示す。 

 

 

図 3－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価対象部位  
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 3.3 荷重及び荷重の組合せ 

   強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用ディーゼル発電設備燃

料移送配管防護板の強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び

荷重の組合せを用いる。 

 

  (1) 荷重の設定 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

   a. 常時作用する荷重（Ｆｄ） 

     常時作用する荷重は，自重及び積載荷重を考慮する。 

 

   b. 降下火砕物等の堆積による鉛直荷重（ＦＶｋ，ＦＶｓ） 

     降下火砕物等の堆積による単位面積当たりの鉛直荷重は，ＦＶｋ＝6063N/m2，ＦＶｓ＝

8542N/m2とする。 

 

   c. 地震荷重（Ｆｋ） 

     地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を考慮することを踏まえて，3 次元Ｆ

ＥＭによる固有値解析に基づき得られた固有周期に対応した設計震度（ＣＨ＝0.89，ＣＶ＝

0.65）によって発生する水平荷重及び鉛直荷重を算出する。 

 

  (2) 荷重の組合せ 

    強度評価に用いる荷重の組合せは，非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価

対象部位ごとに設定する。 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の防護鋼板には，積載荷重，自重，降下火

砕物等の堆積による鉛直荷重及び地震荷重が作用する。 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の架構及び基礎ボルトには，自重，降下火

砕物等の堆積による鉛直荷重及び地震荷重が作用する。 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価にて考慮する荷重の組合せを表 3－

2に示す。 
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表 3－2 荷重の組合せ 

施設名称 評価対象部位 荷重 

非常用ディーゼル

発電設備燃料移送

配管防護板 

防護鋼板 

①自重，積載荷重 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

③地震荷重 

架構 

①自重 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

③地震荷重 

基礎ボルト 

①自重 

②降下火砕物等の堆積による鉛直荷重 

③地震荷重 

 

 3.4 許容限界 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の許容限界値は，Ⅴ-3-別添 2-2-2「非常用デ

ィーゼル発電設備燃料移送配管防護板の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定してい

る許容限界に従って，「3.2 評価対象部位」にて設定している評価対象部位ごとに，機能損傷

モードを考慮し，ＪＥＡＧ４６０１に基づく許容応力状態ⅣＡＳの許容応力及び「各種合成構

造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 年改定）」に基づく短期荷重を用いる。 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板を構成する防護鋼板及び架構の許容限界は，

ＪＥＡＧ４６０１を準用し，「その他支持構造物」の許容応力を適用する。基礎ボルトの許容限

界は，「各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 2010 年改定）」に基づき算出した短期

荷重を許容限界として適用する。ＪＥＡＧ４６０１に従い，ＪＳＭＥ付録材料図表 Part5,6 の

表にて許容応力を評価する際は，評価対象部位の周囲環境温度に応じた値をとるものとするが，

温度がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて評価する。ただし，Ｊ

ＳＭＥ付録材料図表 Part5,6 で比例法を用いる場合の端数処理は，小数点第 1位以下を切り捨

てた値を用いるものとする。 

   非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の許容限界について，防護鋼板及び架構の許

容限界を表 3－3，基礎ボルトの許容限界を表 3－4に示す。 
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表 3－3 防護鋼板及び架構の許容限界 

状態 

温度 

条件 

(℃) 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

許容応力 

状態ⅣＡＳ 
40 1.5 fｔ ＊  1.5 fｓ ＊  1.5 fｃ ＊  1.5 fｂ ＊  

 注記＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代

表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 3－4 基礎ボルトの許容限界 

区分 

温度 

条件 

(℃) 

許容限界＊ 

1 次応力 

引張 せん断 

短期 40 ｐａ ｑａ 

 注記＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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 3.5 評価方法 

   防護鋼板，架構及び基礎ボルトはＦＥＭ解析にて評価を行う。 

   ＦＥＭ解析に使用する解析コードは「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」である。 

   なお，評価に用いる解析コードＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要につい

ては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

  (1) 荷重条件 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の荷重条件を表 3－5に示す。 

 

表 3－5 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の荷重条件 

荷重条件 
入力荷重 

（N/m2） 

従荷重として地震荷重を組み合わせるとき

の降下火砕物等の堆積による鉛直荷重ＦＶｋ 
6063 

従荷重として積雪荷重を組み合わせるとき

の降下火砕物等の堆積による鉛直荷重ＦＶｓ 
8542 

 

  (2) 計算モデル及び諸元 

    非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板は防護鋼板及び架構から構成されることか

ら，防護鋼板はシェル要素，架構は梁要素でモデル化して評価を行う。非常用ディーゼル発

電設備燃料移送配管防護板のＦＥＭ解析に用いるモデル図を図 3－2から図 3－4に，諸元を

表 3－6に示す。 
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図 3－2 ＦＥＭ解析に用いるモデル図（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（A・C）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 ＦＥＭ解析に用いるモデル図（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板(B)） 
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図 3－4 ＦＥＭ解析に用いるモデル図 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（ドレンノズル）） 

 

表 3－6 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の諸元 

部材 材料 
周囲環境温度 

(℃) 

縦弾性係数 

Ｅ 

(MPa) 

ポアソン比 

ν 

(―) 

防護鋼板 SS400 40 2.02×105 0.3 

架構 STKR400 40 2.02×105 0.3 
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  (3) 応力の計算方法 

   a. 防護鋼板の応力 

     防護鋼板の応力は，解析による計算で得られる各要素での膜力Ｆｓｘ，Ｆｓｙ，せん断力 

Ｆｓｘｙ，曲げモーメントＭｓｘ，Ｍｓｙ及びねじりモーメントＭｓｘｙにより組合せ応力を次の

ように求める。 

 

    (a) 組合せ応力 

      σ＝√σ
ｘ

 2
＋σ

ｙ

 2
－σ

ｘ
σ

ｙ
＋3τ

2
 

      ここで， 

      σ
ｘ
＝

Ｆ
ｓｘ

Ａ
Ｓ

±
Ｍ

ｓｘ

Ｚ
ｂ

，σ
ｙ
＝

Ｆ
ｓｙ

Ａ
Ｓ

±
Ｍ

ｓｙ

Ｚ
ｂ

 

      τ＝
Ｆ

ｓｘｙ

Ａ
Ｓ

±
Ｍ

ｓｘｙ

Ｚ
ｔ

 

 

   b. 架構の応力 

     架構の応力は，解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｎt，Ｎc，せん断力Ｑy， 

Ｑｚ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚにより各応力を次のように求める。 

 

    (a) 引張応力又は圧縮応力 

      σ
ｔ
＝

Ｎ
ｔ

Ａ
，σ

ｃ
＝

Ｎ
ｃ

Ａ
 

 

    (b) せん断応力 

      τ
ｙ
＝

Ｑ
ｙ

Ａ
ｓｙ

，τ
ｚ
＝

Ｑ
ｚ

Ａ
ｓｚ

 

 

    (c) 曲げ応力 

      σ
ｂｙ

＝
Ｍ

ｙ

Ｚ
ｙ

，σ
ｂｚ

＝
Ｍ

ｚ

Ｚ
ｚ

 

 

    (d) 組合せ応力 

     イ. 圧縮＋曲げ 

       max(
σ

ｃ

1.5 𝑓
ｃ

 ＊

＋
σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ

1.5 𝑓
ｂ

 ＊

 ，
σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ
－σ

ｃ

1.5 𝑓
ｔ

 ＊

) 
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     ロ. 引張＋曲げ 

       max(
σ

ｔ
＋σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ

1.5 𝑓
ｔ

 ＊

 ，
σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ
－σ

ｔ

1.5 𝑓
ｂ

 ＊

) 

 

     ハ. 曲げ＋せん断 

       max

(

 
 
√(σ

ｃ
＋σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ
)
2
＋3τ

ｚ
 2

1.5 𝑓
ｔ

 ＊

 ，

√(σ
ｃ
＋σ

ｂｚ
＋σ

ｂｙ
)
2
＋3τ

ｙ
 2

1.5 𝑓
ｔ

 ＊

)

 
 
 

       引張軸力の場合はσcをσtとする。 

 

   c. 基礎ボルトの荷重 

     基礎ボルトの荷重は，解析による計算で得られるベースプレート部の各要素端の反力 

Ｒｘ，Ｒｙ及びＲｚにより各荷重を次のように求める。 

 

    (a) 引張荷重 

      ｐ＝Ｒ
ｘ
 

 

    (b) せん断荷重 

      ｑ＝√Ｒ
ｙ

 2
＋Ｒ

ｚ

 2
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  (4) 強度評価方法 

   a. 防護鋼板の応力評価 

     「(3)a. 防護鋼板の応力」で定めた組合せ応力が許容引張応力 1.5 fｔ ＊以下であること。 

 

 許容応力状態ⅣＡＳ 

許容引張応力 

1.5 fｔ ＊  
Ｆ

＊

1.5
・1.5 

 

   b. 架構の応力評価 

     「(3)b. 架構の応力」で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

組合せ応力は 1以下であること。 

 

 許容応力状態ⅣＡＳ 

許容引張応力 

1.5 fｔ ＊  
Ｆ

＊
1.5

・1.5 

許容圧縮応力 

1.5 fｃ ＊  {1－0.4・(
λ

Λ
)

2

}・
Ｆ

＊
ν'

・1.5 

許容せん断応力 

1.5 fｓ ＊  
Ｆ

＊

1.5・√3
・1.5 

許容曲げ応力 

1.5 fｂ ＊  
Ｆ

＊

1.5
・1.5 

     ただし， 

λ＝
ℓ
ｋ

i
 

Λ＝√
π2・Ｅ

0.6・Ｆ

＊

 

ν
'
＝1.5＋

2

3
・ (

λ

Λ
)

2
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   c. 基礎ボルトの評価 

     「(3)c. 基礎ボルトの荷重」で求めた基礎ボルトの引張荷重ｐ及びせん断荷重ｑが許容

値以下であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1以下であること。 

 

 短期荷重 

許容引張力 

ｐ
ａ
 

min[ｐ
ａ1

，ｐ
ａ3

]・ｎ
ｆ
 

許容せん断力 

ｑ
ａ
 

min[ｑ
ａ1

，ｑ
ａ2

，ｑ
ａ3

] ・ｎ 

組合せ (
ｐ

ｐ
ａ

)

2

＋(
ｑ

ｑ
ａ

)

2

≦1 

     ただし， 

     ｐ
ａ1

＝φ
1
・ σｐａ

ｓ
・ ａ

ｓｃ
 

     ｐ
ａ3

＝φ
3
・τａ・π・ｄ・Ｌ

ｃｅ
 

     ｑ
ａ1

＝φ
1
・ σｑａ

ｓ
・ ａ

ｓｃ
 

     ｑ
ａ2

＝φ
2
・ σｑａ

ｃ
・ ａ

ｓｃ
 

     ｑ
ａ3

＝φ
2
・ σｔ

ｃ
・Ａ

ｑｃ
 

     短期許容せん断力を確保するための基礎ボルトの有効埋め込み長さＬｅは以下の式を満

たすように算定するものとする。 

Ｌ
ｅ
≧

σ
ｐａ

・ｄ
ｓ

4・τａ
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4. 評価条件 

  「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－1及び表 4－2示す。 

 

表 4－1 許容応力評価に用いる条件（1/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（A・C）） 

材料 
温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊  

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

SS400 

（防護鋼板） 
40     ― ― 

STKR400 

（架構） 
40     ― ― 

SS400 

（基礎ボルト） 
40   ― ―   

 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

ν’ 

(―) 

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 

λ 

(―) 

STKR400 

 
2.02×105 0.3    

STKR400 

 

2.02×105 0.3    

2.02×105 0.3    

 

材料 
STKR400 

 

STKR400 

 

STKR400 

 

Ａ(mm2)    

Ｚｙ(mm3)    

Ｚｚ(mm3)    
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表 4－1 許容応力評価に用いる条件（2/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板(B)） 

材料 
温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊  

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

SS400 

（防護鋼板） 
40     ― ― 

STKR400 

（架構） 
40     ― ― 

SS400 

（基礎ボルト） 
40   ― ―   

 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

ν’ 

(―) 

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 

λ 

(―) 

STKR400 

 
2.02×105 0.3    

STKR400 

 

2.02×105 0.3    

2.02×105 0.3    

 

材料 
STKR400 

 

STKR400 

 

Ａ(mm2)   

Ｚｙ(mm3)   

Ｚｚ(mm3)   
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表 4－1 許容応力評価に用いる条件（3/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（ドレンノズル）） 

材料 
温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊  

(MPa) 

ｐａ 

(N) 

ｑａ 

(N) 

SS400 

（防護鋼板） 
40     ― ― 

STKR400 

（架構） 
40     ― ― 

SS400 

（基礎ボルト） 
40   ― ―   

 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

ν’ 

(―) 

ℓｋ 

(mm) 

ｉ 

(mm) 

λ 

(―) 

STKR400 

 

2.02×105 0.3    

2.02×105 0.3    

STKR400 

 
2.02×105 0.3    

 

材料 
STKR400 

 

STKR400 

 

Ａ(mm2)   

Ｚｙ(mm3)   

Ｚｚ(mm3)   
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表 4－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の入力条件（1/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（A・C）） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ(―) 
最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

７号機軽油 

タンク基礎 

T.M.S.L.12.0 

0.042 0.015 ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ― 40 

 

ｍ 

(kg) 

ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 

ｎ 

(―) 

ｎｆ 

(―) 

g 

（m/s2） 

 
 

 
   9.80665 

 

表 4－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の入力条件（2/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板(B)） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ(―) 
最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

７号機軽油 

タンク基礎 

T.M.S.L.12.0 

0.038 0.020 ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ― 40 

 

ｍ 

(kg) 

ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 

ｎ 

(―) 

ｎｆ 

(―) 

g 

（m/s2） 

 
 

 
   9.80665 
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表 4－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の入力条件（3/3） 

（非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板（ドレンノズル）） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ(―) 
最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

７号機軽油 

タンク基礎 

T.M.S.L.12.0 

0.044 0.015 ＣＨ＝0.89 ＣＶ＝0.65 ― 40 

 

ｍ 

(kg) 

ｄ 

(mm) 

ｓｃａ 

(mm2) 

ｎ 

(―) 

ｎｆ 

(―) 

g 

（m/s2） 

 
 

 
   9.80665 
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5. 強度評価結果 

  降下火砕物等の堆積時の強度評価結果を表 5－1，表 5－2に示す。 

   防護鋼板，架構及び基礎ボルトに発生する応力は許容応力以下である。 

 

表 5－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 1：従荷重として地震荷重を組み合わせる場合）（1/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板（A・C） 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

(引張＋せん断) 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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表 5－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 1：従荷重として地震荷重を組み合わせる場合）（2/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板(B) 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

(引張＋せん断) 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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表 5－1 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 1：従荷重として地震荷重を組み合わせる場合）（3/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板（ドレン

ノズル） 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

(引張＋せん断) 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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表 5－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 2：従荷重として積雪荷重を組み合わせる場合）（1/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板（A・C） 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

（引張＋せん断） 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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表 5－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 2：従荷重として積雪荷重を組み合わせる場合）（2/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板(B) 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

（引張＋せん断） 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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表 5－2 非常用ディーゼル発電設備燃料移送配管防護板の評価結果 

（ケース 2：従荷重として積雪荷重を組み合わせる場合）（3/3） 

施設名称 

（系統名） 
評価部位 材料 応力又は荷重 

発生応力又は 

発生荷重 
許容限界 

非常用ディ

ーゼル発電

設備燃料移

送配管防護

板（ドレン

ノズル） 

防護鋼板 SS400 組合せ   

架構 STKR400 

引張   

圧縮   

せん断   

曲げ   

組合せ＊ 

（圧縮＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（引張＋曲げ） 
  

組合せ＊ 

（曲げ＋せん断） 
  

基礎 

ボルト 
SS400 

引張   

せん断   

組合せ＊ 

（引張＋せん断） 
  

 注記＊：組合せ応力は検定比による結果を示す。 
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計算機プログラム（解析コード）の概要 
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別紙 15 ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

1. 使用状況一覧 

使用添付書類 バージョン 

Ⅴ-3-別添 2 

 

 

 

 

 

火山への配慮が必要な施設の強度に関する説明

書 

Ver.9.0 
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2. 解析コードの概要 

コード名 

項目 
ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ 

使用目的 
3 次元有限要素法（シェル及びはり要素）による固有値解

析，応力解析 

開発機関 
Siemens PLM（Product Lifecycle Management）Software 

Inc. 

開発時期 
1971 年（The MacNeal-Schwendler Corporation） 

2005 年（Siemens PLM Software Inc.） 

使用したバージョン Ver.9.0 

コードの概要 

 本解析コードは，航空機の機体強度解析を目的として The 

MacNeal-Schwendler Corporation により開発され，Siemens 

PLM Software Inc.に引き継がれた有限要素法による構造解

析用の汎用プログラムであり，ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮと同

じ機能を持つ。 

 適用モデル（主にはり要素，シェル要素，ソリッド要素）

に対して，静的解析（線形，非線形），動的解析（過渡応答

解析，周波数応答解析），固有値解析，伝熱解析（温度分布

解析），熱応力解析，線形座屈解析等の機能を有している。 

 数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，造

船，機械，建築，土木等様々な分野の構造解析に使用されて

いる。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

 本解析コードの検証内容は以下のとおりである。 

・材料力学分野における一般的な知見により解を求める

ことができる体系について，3 次元有限要素法（シェル

及びはり要素）による固有値解析及び応力解析を行い，

解析解が理論解と一致することを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，開発機関から提示

された要件を満足していることを確認している。 

【妥当性確認（Validation）】 

 本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・本解析コードは，自動車，航空宇宙，防衛，重機，造

船等様々な分野における使用実績を有しており，妥当

性は十分に確認されている。 
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・開発機関が提示するマニュアルにより，今回の工事計画

認可申請で使用する 3 次元有限要素法（シェル及びはり

要素）による固有値解析及び応力解析に本解析コードが

適用できることを確認している。 

・検証の体系と今回の工事計画認可申請で使用する体系

が同等であることから，解析解と理論解の一致をもっ

て，解析機能の妥当性も確認できる。 

・今回の工事計画認可申請で行う 3 次元有限要素法（シェ

ル及びはり要素）による固有値解析及び応力解析の用

途，適用範囲が，上述の妥当性確認範囲内にあることを

確認している。 

・今回の工事計画認可申請において使用するバージョン

は，既工事計画において使用されているものと異なる

が，バージョンの変更において解析機能に影響のある変

更が行われていないことを確認している。 
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